第８号様式　第一面 （第６条関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　年度　川崎市マンション耐震改修等事業助成金交付申請書

年　　月　　日
（あて先）川崎市長

マンション耐震改修等事業助成制度の適用を受けたいので、川崎市マンション耐震改修等事業助成制度要綱第６条第１項の規定に基づき、必要書類を添えて申請します。

　　　　　　　　　　　　　　　申請者　　管理組合名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住　　　所　〒　　　－　　　　　　 　　　　　 
　　　　　　　　　　　　 　　 　　　　　　　　　　　　　　  
電話番号　　　　　　－　　　　　－　　　　　

私（法人の場合には、その役員等を含む。）は暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団又は同条第６号に規定する暴力団員に該当しないことを表明し、かつ将来にわたって該当しないことを確約します。また、事実と相違した場合には、不交付に対し異議を申し立てません。
暴力団又は暴力団員でないことを確認するため、本様式に記載された個人情報を神奈川県警察に照会することに同意します。（同意する場合は、次の確認チェック欄にレを入れてください。同意しない場合、助成金は交付できません。）
＜確認チェック欄＞　□

	事業名
	□ 耐震診断　　　□ 耐震設計　　　□　耐震改修

	マンション名
	

	事 業 者 連 絡 先
	会社名等
	

	
	担当者名
	

	
	住　　　所
	〒


	
	電  　　話
	
	F　A　X
	

	診　断　士
※診断の場合のみ
	診断士名
	（一級）建築士（　　 ）登録第　　　　号

	
	事務所名
	　　　　　（一級）建築士事務所（　　　　）知事 登録第　　　　号

	
	住　　　所
	〒


	事業費
	円　（税抜き）

	助成金申請額
	　　　　　　　　　　　　　　円


第８号様式　第二面 （第６条関係）

１　マンション概要※1
	建物所在地
	川崎市　　　　区　　　　　　　　　　　　　　　（地番表記）

	建物住所
	川崎市　　　　区　　　　　　　　　　　　　　　（住居表記）

	確認済証
	(新築)　　 　　年　　月　　日
第　　　　　号
	(増築等)　　 　　年　　月　　日
第　　　　　号

	検査済証
	(新築)　 　　　年　　月　　日
第　　　　　号
	(増築等)　　 　　年　　月　　日
第　　　　　号

	構造
	造　一部　　　　　　　造

	階数
	地上　　　階　地下　　　階　塔屋　　　階

	敷地面積
	㎡
	延べ面積
	㎡

	所有者の異なる
区分された住宅の戸数
	　　　　　　　　　　　戸

	用　　　途
	□住宅専用
□複合用途
□住宅部分の床面積の合計が、専用部分全体の
床面積の合計の３分の２以上※2

	事業開始予定月
	年　　　月
	事業完了予定月
	年　　　月


※1 複数棟ある場合、各棟の概要をそれぞれ第二面に記載し、申請棟数分提出してください。
※2 住宅部分の床面積とは、住宅部分の区分登記上の専有面積のことです。専有部分全体の床面積に
は、共用の廊下、階段、管理人室、エレベーター機械室等の共用部分は含まれません。

添付書類
(1)　案内図、配置図、平面図、立面図、断面図及び現況写真
(2)　建築基準法（昭和25年法律第201号）に規定する確認済証及び検査済証の写し又は市長が証する書面
(3)　延べ面積を確認できる書類（求積図等）
(4)　耐震改修費用の助成の場合は、法第17条第３項の規定に基づく建築物の耐震改修の計画の認定書の写し又は
耐震設計に係る耐震判定委員会等の判定書の写し
(5)　建築物の登記簿謄本又は登記事項証明書の写し
(6)　管理組合が法人である場合は、法人登記簿謄本の写し（法人でない場合、代表者を証する書類の写し）
(7)　管理組合の管理規約
(8)　耐震改修等の実施に係る総会の決議書若しくはこれに代わるもの
(9)　住戸数を確認できる書類
(10)　耐震改修等に要する費用の見積書等（３者）の写し（工事監理については、耐震設計と同じ設計事務所の場合は１者）
(11)　耐震改修に要する費用の見積書等の根拠となる資料
(12)　工程表
(13)　その他市長が必要と認めるもの
　 ※ 事前相談等にてすでに提出済の書類については省略することが出来ます。
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